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❶職員の任免および職員数に関する状況
⑴部門別職員数の状況（各年４月１日現在）

⑵職員給与費の状況（令和６年度普通会計予算）
職員数
（A）

給　与　費 職員１人当たり
（B/A）給料 職員手当 期末・勤勉手当 計（B）

476人 1,795,942
千円

336,119   
千円

748,447
千円

2,880,508
千円

6,051
千円

泫職員手当には退職手当を含みません。

⑵採用・退職の状況（令和５年度）
採　用 53人
退　職 27人

泫採用・退職は、任期付職員、大阪府などからの派遣職員
やフルタイム勤務の再任用職員を含みます。消防本部の
広域化に伴う退職は除いています。

❷職員給与の状況
⑴人件費の状況（令和５年度普通会計決算）
住民基本
台帳人口

歳出総額
（A） 実質収支 人件費

（B）
人件費率
（B/A）

（参考）令和4
年度人件費率

令和6年1月1日
99,226人

41,152,747
千円

243,216
千円

6,134,245
千円 14.9% 14.9%

泫人件費には、特別職に支給される給料、報酬などを含みます。

⑶職員の平均年齢、平均給料月額および平均給与月額の状況
一般行政職 技能労務職

平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

44.1 歳 319,384
円

349,212
円 58.6 歳 335,833

円
363,676

円
泫平均給与月額は、基本給月額（給料＋扶養手当＋地域手当）です。

⑷職員の初任給および経験年数別・学歴別平均給料月額の状況
区分 初任給 経験年数10年 経験年数15年 経験年数20年
大学卒 202,400 円 269,785 円 309,885 円 328,333 円

短大卒 187,300 円 － 254,900 円 309,900 円

高校卒 176,100 円 － 242,400 円 250,900 円
泫経験年数とは、卒業後直ちに採用され、引き続き勤務し
ている場合は採用後の年数をいうものです。

⑸ラスパイレス指数の状況
区分 平成30年

度
令和元年
度

令和２年
度

令和３年
度

令和４年
度

令和 5年
度

河内長野市 99.4 99.1 99.2 97.5 96.4 95.5 

府内市平均
（政令市除く） 99.3 98.9 99.1 98.7 98.7 98.6 

（注）この表は、各年４月１日現在の一般行政職の職員の給
料について、国家公務員を 100とした場合の比較です。

⑹職員手当の状況
区分 河内長野市 国
期
末・勤
勉
手
当

（令和５年度支給割合） （令和５年度支給割合）
期末 勤勉 期末 勤勉

6月期 1.2 月分 1.0 月分 6 月期 1.2 月分 1.0 月分
12月期 1.25 月分 1.05 月分 12月期 1.25 月分 1.05 月分
計 2.45 月分 2.05 月分 計 2.45 月分 2.05 月分

区分 内　　　容
扶
養
手
当

子…月額10,000円
その他の扶養親族…月額6,500円（部長級の職員は月額
3,500円）※満16歳の年度当初から満22歳の年度末
までの子がいる人は1人につき月額5,000円を加算。 

住居
手当 借家…家賃に応じて月額 0円～ 28,000 円
通
勤
手
当

通勤距離片道２㌔以上の職員に支給
交通機関利用者…６か月定期券相当額を支給
自動車等利用者…距離に応じて月額 2,000 円～ 31,600 円

⑺特別職の報酬の状況
区分 内容 区分 内容

給料
月額

市　長　900,000 円
副市長　747,000 円
教育長　657,000 円

議員報
酬月額

議　長　660,000 円
副議長　610,000 円
議　員　570,000 円

期末
手当

（令和５年度支給割合）
市　長　　4.5 月分
副市長　　4.5 月分
教育長　　4.5 月分

期末
手当

（令和５年度支給割合）
議　長　　4.5 月分
副議長　　4.5 月分
議　員　　4.5 月分

(注 )令和２年８月３日から令和6年８月２日まで、条例本則の金
額から、市長、副市長、教育長は10％の減額をしています。

⑻一般職員の級別分布数の状況
区分 ８級 ７級 ６級 ５級
標準的な
職務内容 部長級 副理事級 課長級 課長補佐級
職員数 19人 0人 57人 93人
構成比 3.6% 0% 10.9% 17.7%
区分 ４級 ３級 ２級 １級 計
標準的な
職務内容 係長級 副主査級 一般職員 一般職員
職員数 179人 106人 22人 48人 524人
構成比 34.2% 20.2% 4.2% 9.2% 100.0%

❸職員の勤務条件の状況
勤
務
時
間

な
ど

本庁などの場合
月～金曜日（祝休日と年末年始を除く）
勤務時間＝午前９時～午後５時 30分（うち休憩時
間 45分）

年
次
休
暇

制　度　概　要 平均取得日数
１年につき 20日付与
現年付与分のみ翌年への繰越可能

（令和５年度）
13.5 日

主
な
特
別
休
暇

休暇の種類 付　与　日　数
結婚休暇 連続７日以内
妻の出産休暇 ５日以内
男性職員育児休暇 ５日以内
忌引休暇 続柄による（父母・配偶者は７日以内など）
夏季休暇 ７日以内
子の看護休暇 ５日以内（対象となる子が２人

以上の場合は10日以内）
ボランティア休暇 ５日以内

❺分限・懲戒処分の状況（令和５年度）
処分の種類 処分者数
分限処分 12人
懲戒処分 3人

❻公平委員会における業務の状況（令和５年度）
業務の種類 件数

職員の勤務条件に関する措置の要求の状況 ０件

職員に対する不利益な処分の不服申立ての状況 ０件

❽主な研修の状況（令和５年度）
研修区分 主な内容 実施件数 受講人数

階層別研修 人事評価制度研修・地方自
治法など 10件 519人

特別研修 ハラスメントなど 17件 4309人

中部合同
研修

新任課長・新任係長・民法
など 10件 74人

派遣研修 マッセOSAKA 主催研修・
自治大学校派遣研修など 20件 36人

注）特別研修の受講人数は、人事課以外の部署が主催した
ものを含みます。

❹休業の状況（令和５年度）
種類 主な内容 人数

育児休業 ３歳未満の子を養育するための休業（無給）20人（4人）

部分休業
未就学の子を養育するため、30分を単位
とする、始業から、または終業までの連
続した２時間以内の休業（無給）

19人
（12人）

介護休暇 配偶者などで日常生活を営むのに支障のある者の介護をするための休業（無給） １人

泫（　）内は、令和４年度以前から引き続き取得している
者の人数です。

❾福利厚生などの状況（令和５年度）
地方公共団体は、地方公務員法により、職員の福利厚生
の計画の策定、実施を義務付けられており、河内長野市
職員厚生会において福利厚生事業を行っています。なお、
市から職員厚生会への補助金等はありません。

⑶職員の人事評価の状況（令和５年度）
評価ランク 特に良好 良好（標準） やや良好でない 良好でない

計
点数範囲 90点以上 90点未満65点以上

65点未満
60点以上 60点未満

職員数 12人 656人 ０人 １人 669
人

分布割合 1.8% 98.1% 0.0% 0.1% -
（注 1）評価ランクは人事評価の評価結果を 100 点満点換
算したものです。

（注 2）人事評価の対象者は、一般職の職員（フルタイムお
よび短時間勤務の再任用職員、任期付職員を含みます）
です。また、評価基準日（１月 15日）における対象年度
の勤務期間が３か月未満である職員は除きます。

（注 3）分布割合は、小数点第２位を四捨五入しています。

部門 区分 職員数 対前年
増減数

令和５～６年の職員数増減状況
Ｒ6年 Ｒ5年 増 減 主な増減理由

一般
行政

議会 5 5 0 0 0

総務 127 123 4 5 -1【増】欠員補充、体制強化【減】退職不補充

税務 34 35 -1 0 -1【減】退職不補充

民生 101 92 9 9 0【増】機構改革、体制強化

衛生 47 49 -2 0 -2【減】退職不補充
労働 2 2 0 0 0
農林水産 15 14 1 1 0【増】体制強化
商工 14 12 2 2 0【増】体制強化

土木 42 42 0 0 0

小計 387 374 13 - -

特別
行政

教育 68 74 -6 2 -8【増】体制強化【減】退職不補充、機構改革
消防 0 118 -118 0 -118【減】近隣市町村との広域化
小計 68 192 -124 - -

合　計 455 566 -111 - -

公営
企業
等
会計

水道 23 23 0 0 0
下水道 16 16 0 0 0

その他 30 31 -1 0 -1

小計 69 70 -1 - -
総合計 524 636 -112 - -

泫職員数は一般職に属する職員であり、地方公務員の身分
　を保有する休職者、派遣職員などを含み、臨時または非
　常勤職員を除いています。

❼職員の退職管理の状況（令和５年度）・再就職状況
再就職の届出件数 （参考）令和５年度に退職

した課長級以上の職員数

市長部局等 － ４人

市消防本部
（注 1）市長部局等には、他の任命権者（市議会議長・教育
委員会・固定資産評価審査委員会・選挙管理委員会・農業
委員会・代表監査委員）を含みます。

（注２）市消防本部は、令和 6年 4月 1日より大阪南消防
組合に広域化されました。



等級及び職制上の段階ごとの職員数

行政職給料表

（人） （％） 職名 （人）

一般職員 48

一般職員 22

副主査 99

副主任補佐保育士 6

副主任 1

係長 52

主査 122

副主任保育士 1

主任 2

主任保育士 2

課長補佐 41

館長補佐 1

主幹 51

課長 42

参事 14

館長 1

副理事 0

部長 11

事務局長 2

会計管理者 1

理事 5

合計 524 100%

3級

４級

等級別基準職務表に規定する基準となる職務等級
合計 内訳

1級

2級

5級

6級

19

93

57

１　課長補佐の職務
２　主幹の職務

１　課長の職務
２　参事の職務

7級

8級 3.6%

一般職員

一般職員

副主査級

係長級

課長補佐級

課長級

副理事級

部長級

17.7%

10.9%

0 0.0%
１　消防署長の職務
２　副理事の職務

１　部長の職務
２　事務局長の職務
３　会計管理者の職務
４　消防長の職務
５　危機管理監の職務
６　技監の職務
７　理事の職務

48 9.2%

22 4.2%

106

令和６年４月１日時点

20.2%

179 34.2%

定型的な業務を行う職務

高度の知識又は経験を必要とする業務
を行う職務

１　副主査の職務
２　副主任補佐保育士の職務
３　副主任教諭の職務

１　係長の職務
２　主査の職務
３　主任保育士の職務
４　副主任保育士の職務
５　主任教諭の職務

職制上の
段階
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